南海トラフ巨大地震対策に関する提案書
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「南海トラフ巨大地震」の被害は甚大かつ広域にわたり、大阪でも、津波による浸水をはじめ、建物倒壊や市街地の延焼など、多大な影響を受けることが想定されている。

津波浸水被害に関しては、大阪湾では高潮対策として整備してきた堤防そのものは一定の高さを確保しているものの、今般新たに地盤の液状化による防潮堤の沈下等が指摘されており、その対策が急務。

また、大都市の特性を踏まえた対策として、大阪市とその周辺市に広範囲に存在する密集市街地における「燃えないまち」「避難できるまち」の形成や、広域緊急路沿道の建築物等の耐震化を早急かつ強力に進めることが必要。

大都市には人口が集中し、さらに国内外からも多くの人が訪れることから、ひとたび被災をすれば膨大な数の被災者を生む可能性がある。また、経済中枢機能が高度に集積した大都市に対する打撃は、我が国の国際競争力を低下させ、国家としても大きな損失となる。

そのため、大都市における大規模な防災・減災対策を緊急的に実施することが求められるが、一方で、既存インフラの老朽化対策や、わが国の成長に寄与する戦略的な投資を遅滞なく進めていくことも必要。地方財政を取り巻く厳しい環境のもとで、新たに出現した課題に対する巨額の財源確保は、通常ベースの社会資本整備とは別次元で対応を考えていかなければ対処が困難。

以上を踏まえ、南海トラフ巨大地震に対して、大都市における迅速・確実な防災・減災対策を進めることができるよう、下記のとおり要望する。
記
１　国家的課題として、南海トラフ巨大地震による事前防災を有効に進める観点から、大都市部の緊急対策について、国費率の嵩上げとともに国費の重点配分を行うなど、国費の拡充を行われたい。
２　地方債について、東日本大震災の復興事業と同等の特別な地方財政措置を講じられたい。
　   （参考）「東日本大震災の復興事業に関する地方財政措置」

地方債は起債充当率100％、後年度の元利償還に対する交付税措置は80％となっている。

３　地方債について、毎年の償還額を抑え歳出の平準化を図るため、地方債の償還期間を国債と同等の60年に延長されたい。
４　民間建築物の耐震補助の地方負担額について、起債対象にされたい。
５　老朽空き家について、税制を活用した除却を促進する制度を創設されたい。
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